
調査結果の概要 (規模５人以上)

１ 概 況

本県における平成12年平均の常用労働者の賃金､ 労働時間､ 雇用の状況をみると､ １人平均月間現金給

与総額は､ 345,986円､ 前年比2.9％増となり､ 平成９年以来３年ぶりの増加となった｡

また､ １人平均月間総実労働時間は､ 158.7時間､ 前年比0.3％増となった｡ その内訳を見ると所定内労

働時間は149.9時間､ 前年比0.1％増､ 所定外労働時間は8.8時間､ 前年比3.3％増となり､ 所定外労働時間に

おいては２年連続の増加となった｡

なお､ 推計常用労働者数は前年比0.8％減の410,163人であった｡

２ 賃金の動き

平成12年における調査産業計の常用労働者１人平均月間現金給与総額は､ 規模５人以上では345,986円､

前年比2.9％増 (規模30人以上では､ 372,139円､ 前年比0.6％増) となった｡

このうち､ ｢きまって支給する給与｣ (所定内給与＋超過労働給与) は､ ５人以上では277,272円､ 前年

比､ 3.4％増 (規模30人以上では､ 293,160円､ 前年比1.7％増) となった｡

また､ ｢特別に支払われた給与｣ (賞与等) は月平均でみると､ ５人以上では68,714円､ 前年比1.4％増

(規模30人以上では､ 78,979円､ 前年比2.8％減) となった｡ (表１)

現金給与総額について､ 物価上昇を差し引いた実質でみると､ ４市平均 (金沢市､ 七尾市､ 小松市､ 輪

島市) 消費者物価指数が前年比0.7％下落したことにより､ 規模５人以上では前年比3.6％増 (30人以上で

は､ 前年比1.3％増) となった｡ (図１､ ２)
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表１ 産業別現金給与額 (規模５人以上)

産 業 分 類

現 金 給 与 総 額 きまって支給する給与 特別に支払われた給与

平 成
11 年

平 成
12 年

対前
年増
減率

平 成
11 年

平 成
12 年

対前
年増
減率

平 成
11 年

平 成
12 年

対前
年増
減率

円 円 (％) 円 円 (％) 円 円 (％)
調 査 産 業 計

調査産業計 (サービス業除く)

建 設 業

製 造 業

電気・ガス・熱供給・水道業

運 輸 ・ 通 信 業

卸 売 ・ 小 売 業 ， 飲 食 店

金 融 ・ 保 険 業

サ ー ビ ス 業

335,973 345,986 2.9 268,207 277,272 3.4 67,766 68,714 1.4

325,860 342,720 5.1 265,235 277,090 4.5 60,625 65,630 8.3

371,467 385,639 3.5 318,286 327,477 3.0 53,181 58,162 9.4

314,568 326,966 3.8 256,912 265,725 3.5 57,656 61,241 6.2

561,596 551,369 △ 1.7 407,594 418,005 2.5 154,002 133,364 △ 13.4

382,266 388,560 1.7 304,560 312,586 2.7 77,706 75,974 △ 2.2

283,372 302,440 6.7 230,684 243,134 5.4 52,688 59,306 12.6

396,417 452,724 14.1 303,743 334,166 10.0 92,674 118,558 27.9

358,439 353,173 △ 1.4 274,823 277,671 1.0 83,616 75,502 △ 9.7

(注) 調査産業計には鉱業､ 不動産業を含む｡

対前年増減率は指数比較により算出したので実数比較と相違する｡



次に現金給与総額を産業別でみると､ ①電気・ガス・熱供給・水道業が551,369 円と最も高く､ 以下､

②金融・保険業､ ③運輸・通信業､ ④建設業､ ⑤サービス業､ ⑥製造業､ ⑦卸売・小売業､ 飲食店の順と

なっている｡

また､ 現金給与総額を男女別にみると､ 男426,222円に対し､ 女237,057円と男女間の賃金格差は男100に

対して女55.6となり､ 昨年 (56.5) に比べ少し広がった｡ (表２)
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表２ 産業別男女別現金給与額 (規模５人以上)

産 業 分 類

現 金 給 与 総 額 きまって支給する給与

計 男 女
男 女 間
賃金格差
(男＝100)

男 女
男 女 間
賃金格差
(男＝100)

円 円 円 ％ 円 円 ％
調 査 産 業 計

調査産業計 (サービス業除く)

建 設 業

製 造 業

電気・ガス・熱供給・水道業

運 輸 ・ 通 信 業

卸 売 ・ 小 売 業 ， 飲 食 店

金 融 ・ 保 険 業

サ ー ビ ス 業

345,986 426,222 237,057 55.6 340,363 191,619 56.3

342,720 424,264 205,308 48.4 340,516 170,209 50.0

385,639 417,846 241,944 57.9 353,987 209,200 59.1

326,966 415,738 203,814 49.0 333,988 171,026 51.2

551,369 588,465 286,851 48.7 446,201 216,953 48.6

388,560 425,754 223,747 52.6 343,760 174,449 50.7

302,440 399,696 185,340 46.4 315,752 155,699 49.3

452,724 607,794 276,338 45.5 445,736 207,260 46.5

353,173 432,077 285,430 66.1 339,905 224,240 66.0

(注) 調査産業計には鉱業､ 不動産業を含む｡
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図１ 現金給与総額の推移 (調査産業計)

(規模５人以上)

図２ 現金給与総額の推移 (調査産業計)

(規模30人以上)


